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ID: 1779   

担当部署: 都市政策部 都市戦略室 建築住宅課  

処分の概要 
建築物エネルギー消費性能確保計画(変更を含む。)における建築物エネルギー

消費性能適合性判定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律 第11条第1項及び第2項 

法 令 番 号 平成27年法律第53号 

【根拠条文】 

(建築物エネルギー消費性能適合性判定) 

第11条 建築主は、前条第1項の規定により建築物エネルギー消費性能基準に適合させなけれ

ばならない建築物の建築(建築基準法第6条の4第1項第3号に掲げる建築物の建築に該当す

るものを除く。以下この項並びに次条第1項及び第2項において「特定建築行為」という。)

であって、同法第6条第1項の規定による確認を要するもの(以下この条において「要確認特

定建築行為」という。)をしようとするときは、その工事に着手する前に、建築物エネルギ

ー消費性能確保計画(特定建築行為に係る建築物(増築又は改築をする場合にあっては、当

該増築又は改築をする建築物の部分)のエネルギー消費性能の確保のための構造及び設備

に関する計画をいう。以下この条及び次条において同じ。)を提出して所管行政庁の建築物

エネルギー消費性能適合性判定(建築物エネルギー消費性能確保計画が建築物エネルギー

消費性能基準に適合するかどうかの判定をいう。以下同じ。)を受けなければならない。た

だし、要確認特定建築行為が、建築物エネルギー消費性能適合性判定を行うことが比較的容

易なものとして国土交通省令で定める特定建築行為である場合は、この限りでない。 

2 建築主は、前項の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性

能確保計画の変更(国土交通省令で定める軽微な変更を除く。)をして要確認特定建築行為

をしようとするときは、その工事に着手する前に、その変更後の建築物エネルギー消費性能

確保計画を提出して所管行政庁の建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けなければな

らない。この場合には、同項ただし書の規定を準用する。 

3 所管行政庁は、前2項の規定による建築物エネルギー消費性能確保計画の提出を受けた場

合においては、その提出を受けた日から14日以内に、当該提出に係る建築物エネルギー消費

性能適合性判定の結果を記載した通知書を当該提出者に交付しなければならない。 

4 所管行政庁は、前項の場合において、同項の期間内に当該提出者に同項の通知書を交付す

ることができない合理的な理由があるときは、28日の範囲内において、同項の期間を延長す

ることができる。この場合においては、その旨及びその延長する期間並びにその期間を延長

する理由を記載した通知書を同項の期間内に当該提出者に交付しなければならない。 

5 所管行政庁は、第3項の場合において、建築物エネルギー消費性能確保計画の記載によって

は当該建築物エネルギー消費性能確保計画が建築物エネルギー消費性能基準に適合するか

どうかを決定することができない正当な理由があるときは、その旨及びその理由を記載し

た通知書を同項の期間(前項の規定によりその期間を延長した場合にあっては、当該延長後

の期間)内に当該提出者に交付しなければならない。 

6 建築主は、第3項の規定により交付を受けた通知書が適合判定通知書(当該建築物エネルギ

ー消費性能確保計画が建築物エネルギー消費性能基準に適合するものであると判定された

旨が記載された通知書をいう。以下同じ。)である場合においては、当該要確認特定建築行

為に係る建築基準法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による確認をする建築主事若し

くは建築副主事又は指定確認検査機関(同法第77条の21第1項に規定する指定確認検査機関

をいう。以下同じ。)に、当該適合判定通知書又はその写しを提出しなければならない。た
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だし、当該要確認特定建築行為に係る建築物の計画(同法第6条第1項又は第6条の2第1項の

規定による確認の申請に係る建築物の計画をいう。次項及び第8項において同じ。)について

同法第6条第7項又は第6条の2第4項の通知書の交付を受けた場合は、この限りでない。 

7 前項の場合において、要確認特定建築行為に係る建築物の計画が建築基準法第6条第1項の

規定による建築主事又は建築副主事の確認に係るものであるときは、前項の規定による適

合判定通知書又はその写しの提出は、同条第4項の期間(同条第6項の規定によりその期間が

延長された場合にあっては、当該延長後の期間)の末日の3日前までにしなければならない。 

8 建築主事又は建築副主事は、建築基準法第6条第1項の規定による確認の申請書を受理した

場合において、指定確認検査機関は、同法第6条の2第1項の規定による確認の申請を受けた

場合において、建築物の計画が要確認特定建築行為(第1項ただし書に規定する国土交通省

令で定める特定建築行為であるものを除く。)に係るものであるときは、建築主から第6項の

適合判定通知書又はその写しの提出を受けた場合に限り、同法第6条第1項又は第6条の2第1

項の規定による確認をすることができる。 

9 建築物エネルギー消費性能確保計画に関する書類及び第3項から第5項までの通知書の様

式は、国土交通省令で定める。 

 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 

標準処理期間 
建築物エネルギー消費性能確保計画の提出を受けた場合においては、その

提出を受けた日から14日以内(第11条第3項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成29年4月1日 最終変更年月日 令和7年4月1日 

 


